
奈良県医療審議会部会設置運営要綱（設置）第１条 奈良県医療審議会（以下「審議会」という。）に、医療法人部会（以下「法人部会」という。）、救急医療部会（以下「救急部会」という。）、医療安全部会（以下「安全部会」という。）、地域医療部会（以下「地域部会」という。）、小児医療部会（以下「小児部会」という。）及び産婦人科医療部会（以下「産婦人科部会」という。）を置く。（組織）第２条 法人部会、救急部会、安全部会、地域部会、小児部会及び産婦人科部会は、会長が指名する委員１５人以内でそれぞれ組織する。ただし、委員については審議会委員のほか、学識経験者等から指名することができる。２ 前項ただし書により指名された委員の任期は、審議会委員に準じるものとする。（掌握事務）第３条 法人部会、救急部会、安全部会、地域部会、小児部会及び産婦人科部会の掌握事務は、それぞれ次に掲げる事項とする。１ 法人部会（１） 医療法人の設立認可に係る審議に関する事項（２） 医療法人の設立認可の取り消しに関する事項（３） その他医療法人の重要事項の調査審議に関する事項２ 救急部会（１） 救急医療対策の総括的検討に関する事項（２） 救急業務の高度化推進に関する事項（３） 救急医療情報システムの有効活用に関する事項（４） その他救急医療体制の整備に関して必要と認める事項３ 安全部会（１） 医療安全対策の総括的検討に関する事項（２） 関係団体等との連携、調整に関する事項（３） 相談事例の分析、検討等に関する事項（４） その他医療安全推進体制の確保に関する事項４ 地域部会（１） 公的病院等の役割、在り方に関する事項（２） 公的病院等を含めた医療機関の機能分担と連携の確保に関する事項（３） 公的病院等における経営効率化、運営の見直しに関する事項（４） 地域医療を担う医師の養成・確保の推進に関する事項（５） 地域における医療提供体制の再編・合理化・連携の推進に関する事項（６） その他地域医療の充実に関する事項５ 小児部会（１） 小児医療提供体制に関する事項（２） 小児科における医療資源の集約化・重点化に関する事項（３） 小児救急医療の推進に関する事項（４） その他小児医療の充実に関する事項６ 産婦人科部会（１） 産婦人科医療提供体制に関する事項（２） 産婦人科における医療資源の集約化・重点化に関する事項（３） 産婦人科救急医療の推進に関する事項（４） その他産婦人科医療の充実に関する事項

資料２



（会議）第４条 法人部会、救急部会、安全部会、地域部会、小児部会及び産婦人科部会の会議（以下「会議」という。）は、それぞれの部会長が召集する。２ 部会長は、会議の議長となる。３ 会議は、部会委員の過半数の出席がなければ開くことができない。４ 会議の議事は、出席した部会委員の過半数を持って決し、可否同数のときは議長の決するところによる。（関係機関の職員の出席等）第５条 部会長は、その調査審議の参考に資するため関係機関の職員に対し、資料の提出を求め又は出席を要請することができる。（庶務）第６条 法人部会、救急部会、安全部会、地域部会、小児部会及び産婦人科部会の庶務は、奈良県福祉部健康安全局において行う。（その他）第７条 この要綱の定めるもののほか、法人部会、救急部会、安全部会、地域部会、小児部会及び産婦人科部会の運営について必要な事項はそれぞれの部会長が会議に諮って定める。付 則この要綱は、昭和６１年１１月１９日から施行する。付 則この要綱は、平成７年４月１日から施行する。付 則この要綱は、平成１４年１０月３０日から施行する。付 則この要綱は、平成１５年３月２０日から施行する。付 則この要綱は、平成１６年３月２２日から施行する。付 則この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。付 則この要綱は、平成１８年９月４日から施行する。


